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要旨
　鳩山前首相が日本の「国家目標」に掲げた東アジア共同体構想は内容が定かではないが、彼が内
外に示した２つの論文を見る限り、米国を関与・参画させて同構想を進めるというのが論理的帰結
になる。鳩山は、就任直後から東アジア重視と米国との協調の天秤の重さに微妙な変化を持たせた
外交修辞の発言を繰り返し、また、政府閣僚から「米国抜き」の東アジア共同体構想を仄めかす発
言が出たりしている。本稿は、そのような状況において、東アジアの地域統合や共同体構想への米
国の関与・参加の是非と、関与・参加の必要性と妥当性について論考する。最初に、東アジアの地
域協力と地域統合の状況及び日米安全保障と東アジア共同体の関係に触れ、その上で、米国の関
与・参加の必要性と妥当性を５つの観点、すなわち⑴米国との経済相互依存、⑵アジア生産ネット
ワーク⑶日米同盟と安全保障、⑷普遍的価値の擁護、⑸参加資格、から検討する。また、東アジア
の政治・安全保障を、米国、日本、東アジアないしアジア太平洋のそれぞれの視点から議論する。
その結果、米国の関与・参加無くして東アジア地域統合を進めるのは、地域の安全保障の観点から
無理があり、そのような動きや枠組み、挑戦的パワーには強く反対する米国のスタンスに変化や揺
るぎはなく、米国排除は日米同盟と日米安全保障に依拠する日本の国益にも合致しないばかりか、
東アジアの安定と平和にとっても望ましくない、との結論が得られる。
１．はじめに（問題の所在と本稿の目的）
　民主党の鳩山由紀夫前首相は2009年８月末の衆議院選挙直前、米ニューヨークタイムズ紙に “A 
New Path for Japan”（日本の新しい道）と題する論文を寄稿（Op-Ed）２し、同論文の中で、日本
は「東アジア共同体」を推進すると書いた。鳩山の共同体構想は、経済関係の強化から通貨統合や
地域安保体制の確立までを含んでおり（但し、アジア共通通貨の実現は10年以上先の目標としてい
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１ 　本稿は、筆者の東アジア及びアジア太平洋の地域協力と地域統合に関する研究の一貫として纏めたものである。
外国為替貿易研究会『国際金融』誌への寄稿原稿に一部修正を加えている。
２　New York Times（電子版NYTimes）, August 27, 2009
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る）、その点では、1990年にマレーシアのマハティール首相（当時）が提唱したEAEG（東アジア
経済グループ。後述）に似ている。
　同論文において鳩山は、日本の外交を、“pursuing our interests in our position between the 
United States and China”（米国と中国の間で国益を追求する）と踏み込みながら、“Another 
national goal that emerges from the concept of fraternity is the creation of an East Asian 
community. Of course, the Japan-U.S. security pact will continue to be the cornerstone of 
Japanese diplomatic policy.”（友愛の概念から生まれるもう１つの国家目標は東アジア共同体の創
造である。勿論、日米安全保障条約は日本の外交政策の礎石であり続ける）と述べている。鳩山
は、同様の主旨を、同選挙直後の月刊誌『Voice』2009年９月号への寄稿３の中で、「日米安保体制
は、今後も日本外交の基軸でありつづけるし、それは紛れもなく重要な日本外交の柱である」と書
いている。
　両論文において、日米安保と東アジア共同体の関係が曖昧であるが、日米安保（条約、体制）が
日本外交の礎石（基軸）であるということは、日本が主導する東アジア共同体に、礎石（基軸）で
ある日米安保の相手側同盟国の米国を関与・参画させる、というのが当然の論理的帰結となる。実
際、鳩山政権発足の翌月の2009年10月21日にロバート・ゲーツ米国防長官が来日し表敬訪問を受け
た際、鳩山はゲーツに対し、「日米同盟が外交の基軸であり、日米安保条約締結50周年を迎える
2010年に向けて日米同盟を一層深化させていくつもりである」と述べ４、彼が「国家目標」とする
東アジア共同体設立においては、当然、同盟のパートナーである米国を参画させることを匂わせた
が、一方で、ゲーツの表敬訪問より２週間前の同年10月７日の日本外国特派員協会での講演で、岡
田克也外務大臣は、日中韓、ASEAN、豪州、ニュージーランド、インドの16カ国を東アジア共同
体のメンバーと位置付け、「米国は（東アジア共同体の）参加国とはしない」と述べて、米国の疑
念を強めた。
　鳩山はまた、2009年10月10日の北京での日中韓首脳会議にて、「日本はアジアの一員であり、日
米関係を重視しながらも、アジア重視の政策を進めていく。日中韓で実際の協力を進め、開放性、
透明性、包含性という考えの下に３国を核として地域協力を進め、その先に東アジア共同体を構想
していく」５と述べ、アジア重視を協調したが、その２週間後の10月23日のホアヒン（タイ）での
第12回ASEAN+3首脳会議においては、自らの東アジア共同体構想について参加国の理解を求めて、
東アジア共同体は、開かれた地域協力という考えで進めたいこと、中心はASEANであり、
ASEANと日中韓（ASEAN+3）、東アジアサミット、ASEAN共同体が進展する中での枠組みであ
るべきこと、と述べる一方で、日本外交の基軸は日米関係である点を強調し、東アジア共同体構想
への米国の関与の必要性も訴える６等、その時々によって、東アジア重視と米国との協調の天秤の
重さに微妙な変化を持たせた外交修辞を繰り返してきている。岡田の発言でも分かるように、鳩山
政権の「国家目標」の東アジア共同体を推進する閣僚の間でも、東アジア「域外国」の米国を共同
３　鳩山由紀夫［2009］
４ 　外務省「鳩山総理大臣へのゲーツ国防長官による表敬」〈http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/visit/
gates_0910/s_hk.html〉
５　外務省「第２回日中韓サミット」〈http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/jck/jck_sum_gai.html〉
６　外務省「ASEAN+3首脳会議概要」〈http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/asean/asean+3/syunou.html〉
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体構想に関与・参加させるかどうかで考え方が分かれている。
　東アジアの安全保障の要である日米同盟が揺らいでは日本のアジア外交の進展はなく、その観点
から、鳩山の東アジア共同体構築において東アジアと米国を両立させる方向性は適切であるが、具
体的にどのように構想を実現するのか、それは、例えば東アジアと米国を含むアジア太平洋の21の
エコノミー７が参加するアジア太平洋経済協力会議（Asia-Pacific Economic Cooperation。以下
「APEC」）を受け皿とするのか、APECでないとすれば他にどのような場で議論を進め、東アジア
地域での統合や共同体設立を実現させるのか、の説明がなく曖昧である。
　以上のような状況を踏まえて、本稿では、東アジアないしアジア太平洋において検討が進められ
ている地域統合体や共同体構想において、米国が関与・参加することの是非と、関与・参加の必要
性と妥当性について論考する。
２．東アジアの地域協力・地域統合と東アジア共同体
２－１　東アジアの地域協力と地域統合の状況
　米国の関与・参加の是非や必要性、妥当性を議論する前に、東アジアにおける地域協力や地域統
合の状況について整理しておきたい。
　経済の発展水準に加え、政治、価値観、文化、宗教、民族等の面で多様性を有する東アジアにお
いて、現在、域内及び域外に跨る２国間のFTA（自由貿易協定）やEPA（経済連携協定）が次々
に締結され、また、東南アジア10カ国が加盟するASEANに対し日本、中国、韓国がそれぞれ
ASEAN+1のFTAの形成を進めている。しかしながら、その日中韓３カ国の間には未だFTAは存
在せず、学者や実務家による研究が行なわれることはあっても、締結に向けた政府間交渉さえその
緒に就いていない８。中身の異なるFTAが東アジア域内外で次々に締結されることによって、自由
貿易にネガティブな影響を与える「スパゲティ・ボール」現象も起こっている。
　東アジアは、1967年に設立されたASEANが10カ国で統合を進めているが、1997年の東アジア通
貨危機を奇貨として、ASEANに日中韓が加わったいわゆるASEANプラス・スリー（ASEAN+3
首脳会議。以下、「ASEAN+3」）のフォーラムが形成され、外貨の融通や早期警戒措置といった危
機の再発防止に向けた通貨金融協力であるチェンマイ・イニシアティブ（Chiang Mai Initiative。
以下「CMI」）やアジア債券市場の整備を中心に、域内の経済・金融の分野で協力が積み重ねられ
てきている。2005年からは更に、ASEAN+3に豪州、ニュージーランド、インドが加わった
ASEAN+3プラス・スリーの枠組みである東アジア首脳会議（East Asia Summit。以下「EAS」）
も開催される等、東アジアにおいて地域経済統合ないし経済共同体、更には東アジア共同体を目指
す動きが、ASEAN、ASEAN+3、EASを中心に重層的に進んでいる。
　2005年12月に開催された第１回EASでは、日本と中国、ASEAN等の思惑が錯綜し、その結果、
７ 　東アジアには、政治的事情で「国」（country又はnation）として認められていない台湾や香港が存在するため、
本稿ではエコノミー（economy）という言葉を使用する。
８ 　このため、欧州や北米ではEUや米国が中心（hub）となって相手方と結ぶハブ・スポーク型のFTAであるのに
対し、東アジアのFTAは、「逆」ハブ・スポーク型システムと呼ばれることもある。山本吉宣「地域統合理論と
『東アジア共同体』」p322-323、毛里和子［2007］
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ASEANが東アジア共同体推進の中心となる（運転席に座る=議長を務める）ことで一応の妥協が
図られた。しかし、東アジア共同体の構築をASEAN+3とEASのどちらのフォーラムで推進すべき
か、については大きな課題として残っており、日本と中国が水面下で対立している。
　従来から、東アジア共同体は、FTA等による市場統合を通じた経済共同体の実現が政治を含む
他分野においても統合を加速するという楽観論と、経済的格差やこれまでの歴史や政治、安全保障
の現状を考えると、この地域で共同体なるものの構築は難しく、少なくとも近い将来には実現しな
い、という悲観論や懐疑論が相交差している。2005年末以降のEAS開催が、共同体構築における
主導権やメンバーシップ（参加国の範囲）の点でこの問題をより複雑にしている。
　WTOのドーハ・ラウンド（ドーハ開発アジェンダ：DDA）交渉が遅延し、世界の自由貿易の羅
針盤が失われているかの状況にあるが、他方で、米国のサブプライム・ローンから発しリーマン・
ショックが引き金となって発生した金融危機が、世界大の長期の経済後退に発展し、保護貿易の台
頭が懸念されている。東アジアの地域統合は、上述のように、ASEANが運転席に座り、
ASEAN+3とEASのフォーラムのいずれかで進められようとしているが、ここでも羅針盤が不在の
ために、推進役の「役不足」（ASEAN）と主導権の奪い合い（日・中）が起こっており、大きな
進展は望めない。
　東アジア共同体の推進を期待されているASEANは、域内に様々な政治経済問題を抱え、少なく
ともASEAN10カ国の共同体設立を目指している2015年までは自らのことで手いっぱいであり、東
アジア全体の統合を推進するだけの余裕はない。従って、ASEANを運転者としてそこにリーダー
シップを委ねることや、政治絡みの課題が大きい日・中両国、更に歴史的に「わだかまり」のある
日中韓３国をナビゲーターとする地域協力や地域統合の推進では、東アジアやアジア太平洋で生じ
る様々な問題を解決できない。地域の問題を地域で解決していくためには新しい枠組みの検討が求
められる。
　東アジアにおける統合体や共同体は現時点まで議論が煮詰まっているわけではなく、克服すべき
課題が多い。この地域は、経済はもとより、政治面、社会面、体制面（価値観）等で大きく異なる
エコノミーから成っており、また、安全保障の観点からもASEAN+3、EASいずれのフォーラム
も、包摂するメンバー（メンバーシップ）に関して深い対立がある。政治と経済を分離した上での
経済だけの統合では、地域統合としては不完全である。
　東アジア及びアジア太平洋での緊張は主として政治と安全保障の問題からくる。地域の統合が、
ASEAN+3とEASのいずれをコアにするものであっても、そのどちらかである限り、日本、中国、
米国から見て「政治」の問題がつきまとう。台湾は東アジア経済で重要なエコノミーであるにも拘
わらず、ASEAN+3とEASのいずれのフォーラムからもメンバーシップを認められていない。ま
た、東アジアの「域内国」のみで議論を進めれば、米国だけでなく、大洋州（オセアニア）として
括られることを望まない豪州やニュージーランドが排除される。東アジアには、北朝鮮の核とミサ
イルの問題、台湾海峡問題、領海・領土等の安全保障の問題に加え、自然災害、環境・エネルギー、
鳥・新型インフルエンザの感染症等、複数国・地域間に跨る非伝統的安全保障の問題も横たわる。
これらは東アジアに留まらず、広くアジア太平洋で協働して対応しなければならない課題である。
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２－２　日米の安全保障と東アジアの地域統合
　次に、日米の安全保障と東アジアの地域統合に対する日本のスタンスについても触れておきた
い。日本は日米安全保障と日米同盟体制堅持という日米の２国間主義（bilateralism）をベースに、
その上に地域の経済協力、地域統合、東アジア共同体形成の多国間主義（multilateralism）を積み
上げることを東アジア及びアジア太平洋での基本戦略としている。この場合の多国間主義は、地域
での２国間FTAの制度的枠組みを繋ぎ合わせ、それらを重ね合わせた緩やかな結合体としての「東
アジア共同体」のイメージである。その意味で、日本の意図する東アジア共同体構想は、２国間主
義をベースにして多国間主義をそれに繋ぎ合わせる「パッチワーク型システム」の構築である９。
　日米の２国間主義では、日本は米国を「基本的価値及び戦略的利益を共有する同盟国」と位置付
けており、「日米同盟は日本外交の基軸である。現在も東アジア地域の不透明性や不確実性が存在
する中、日米安全保障体制を中核とする日米同盟は、日本の平和と安全及びアジア太平洋地域の安
定と発展にとって不可欠な役割を果たしている」と明確にしている10。そして、アジア・大洋州で
の外交の指針を、「日本外交の要である日米同盟を一層強化し、米国を含む諸外国と共にアジア太
平洋地域の平和と繁栄を築いていく」こと11、及び「２国間外交に加え、共通の課題に対処するた
め、東アジア首脳会議（EAS）、東南アジア諸国連合（ASEAN）+3、日・ASEAN、日中韓協力
といった東アジアにおける地域協力の枠組みや、アジア太平洋経済協力（APEC）、ASEAN地域
フォーラム（ARF）、アジア欧州会合（ASEM）といった、域外国が広く参加する枠組みに積極的
に関与し、地域協力を推進していく」12ことに置いている。
　東アジアの地域統合や東アジア共同体は、従来、一般論的・総論的に論じるか、あるいは個々人
の経験や体験、「思い込み」、「あるべき論」で論じられてきた傾向が強いが、このような日本の地
域協力や地域統合のスタンスに照らせば、東アジアないしアジア太平洋における地域統合や共同体
設立において米国を関与・参加させる必要がある。
　米国は中国の影響力拡大への懸念から、米国を排除する東アジア共同体構想についてこれまで
様々な発言を行ってきているが、日米同盟を基軸に据えながらアジア太平洋での多国間主義を追求
する日本がイニシアティブを取り、開かれた統合体の構想への理解を中国と米国から獲得する努力
を行うことが重要である。
　ライン川を挟んで隣接するドイツとフランスは、何世紀にもわたる確執と流血を乗り越え、今
日、巨大な欧州統合であるEUの実現と更なる結束と発展をリードしているが、同様に、日本と中
国が、価値観の違いや歴史的・政治的相克を超えて東アジアでの地域統合をリードするためには、
日本が台湾や豪州、ニュージーランドをメンバーに迎え、また米国を関与させて中国と米国の橋渡
しをすることによって、多様性のあるこの地域での統合に立ちはだかる問題や課題を乗り越えなけ
ればならない。
９　山本武彦「日本の『東アジア共同体外交』と共同体構想」p149、毛里和子［2007］
10　『外交青書2009』概要p９
11　ibid. p16
12　ibid. p16
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３．米国の関与・参加の検討の必要性
　そのような状況と問題意識を踏まえ、以下では、本稿の主題である東アジアの地域統合における
米国の関与・参加の必要性と妥当性についての議論を展開する。
　まず、米国の関与・参加を「検討することの必要性」である。東アジアあるいはアジア太平洋で
の地域統合の核となることが想定されるのは、現状、ASEAN+3、EAS、APECである。前２者の
ASEAN+3、EASとAPECの大きな違いの１つは、米国の参加の有無、すなわちASEAN+3とEAS
には米国が参加せず、APECには米国が参加している、という点である。地理的には確かに米国は
東アジアの国ではなく、その意味では東アジアから見て「域外国」であるが、一方、東アジアの統
合や共同体構築にとって重要な経済上及び政治・安全保障上の視点からは、欠くことのできない国
である。米国との関係や米国の関与・参加をどう考えるかは、今後のこの地域での統合や共同体形
成の成否を決する重要な問題である。それは単に米国を加える、加えないという問題に留まらず、
この地域の統合体ないし共同体が、例えばアジア太平洋の地域協力を推進するAPECや、現状、ア
ジアにおける唯一の安全保障の枠組みであるアセアン地域フォーラム（ASEAN Regional Forum。
以下、「ARF」）を通じて、アジア太平洋の貿易・投資、経済、金融に加えて、政治・安全保障及
び非伝統的安全保障をカバーし、普遍的価値を擁護・推進する統合体や共同体となるかどうか、と
いう観点からも極めて重要である。
　米国の関与・参加について、そもそも米国はアジア太平洋の彼岸に位置し、東アジアに属しては
いない、東アジア「域外国」であるのに、何ゆえ米国が地域統合や共同体に関与するのか、という
懸念や疑念がしばしば表明される。山下は、地域経済統合の目的は「諸々の外的ショックから自ら
の地域をいかにして隔離し、プロテクトするか」であり、「1960年代以降発生した世界的経済危機
の殆どすべてについて、その根因を辿れば米国に行き着き、アジアに対してだけでなく、世界経済
全体にとって、米国は最大の撹乱要因であり続けてきた」その米国を、アジア経済統合の枠組みに
入れるべきだなどという人は、「アジア地域統合の目的や意義がそもそも全く分かっていないと言
わねばならない」13と述べている。
　米国を東アジアないしアジア太平洋の地域統合に（どのような形であるにせよ）関与させない、
あるいは関与させるべきでない、とする意見は、東アジアの地域協力や地域統合が、欧州統合の
EUと異なり、外交圧力やパワーに対抗するアイデンティティによるものではなく、歴史的文化的
な帰属性アイデンティティと、経済協力や環境協力等の明確な機能を設定したアイデンティティを
複合的に有する協力の組織や統合体14であることが望ましい、という点を考慮していない。加えて、
この地域において、経済面及び政治・安全保障面で果たしている米国の役割を考えれば合理的でな
い。山下の論理に従うと、東アジアにおいてプロテクトすべき「外的ショック」は米国であろう。
確かに、狭く経済面だけに限定すれば、今次の世界的な経済金融危機の直接の原因は米国のサブプ
ライム・ローンとリーマンブラザーズの破綻にあり、その結果、米国の経済的影響力の低下は必至
であるという考え方もできようが、それを理由とする米国の排除は、共同体の要となる安全保障の
観点、すなわち東アジアの平和と安全における米国の役割を考慮に入れていないものであり、現実
13　山下英次［2009］
14　毛里和子「中国のアジア地域外交」p236、渡邉昭夫［2005］。
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的でないと考える。
　そこで、以下では、東アジアの地域統合において米国の関与・参加の必要性と妥当性を整理・論
考することで、山下等の米国排除の主張に答える。議論の過程から、米国を関与させることの受け
皿としてAPECを通じて東アジアないしアジア太平洋地域の統合を行うことの妥当性が浮かび上が
るが、この地域の統合と共同体構築におけるAPECのプラットフォーム（土台）としての適切性や
親和性については、拙著『「開かれた地域主義」とアジア太平洋の地域協力と地域統合　～APEC
の適切性と親和性についての実証的研究～』を参考にされたい。
４．米国が関与・参加することの必要性と妥当性
４－１　米国との経済相互依存の観点
　金融協力のメカニズムはASEAN+3の枠組みの下でCMI等の制度化が進展している。この地域で
の統合を金融協力のメカニズムが働く統合体としてだけで見るのであれば、ASEAN+3の枠組みで
統合に対応することは可能であろうが、貿易・投資を含めた広く経済の枠組みの観点からは、
ASEAN+3を超えた枠組みが必要である。ASEAN+3、EAS、APECそれぞれの域内貿易比率を比
較すると、ASEAN+3の38.5%、EASの43.5%に対しAPECは65.1%であり（図表１）、貿易・投資を
含めた経済的統合の観点では、米国が参加するAPECというアジア太平洋の大枠で捉える方がより
大きな相互依存のメリットを享受できる。
　これは、アジア生産ネットワーックの観点からも説明することができる。以下に述べるように、
アジア生産ネットワークを通じて生産される消費財の大半が、欧米、特に米国向けに輸出されてい
る事実を見逃すことはできない。これは、アジア生産ネットワークが米国を最終需要先として構築
されている（すなわち、東アジアの最大の「需要者」は米国市場である）ことを意味し、今後も、
図表１　APEC、ASEAN+3、EAS規模比較
APEC ASEAN+3 EAS
参 加 国・ 地 域 21 13 16
経 済 規 模（注１） 26.9兆ドル 9.9兆ドル 12.0兆ドル
貿 易 額（注２） 14.7兆ドル 7.1兆ドル 8.1兆ドル
域内貿易比率（注2） 65.1% 38.5% 43.5%
人　　　 口（注３） 26.8億人 20.7億人 32.7億人
資料：『通商白書2009』、一部変更を加えた。ドルは米ドル
データの出所：
（注１）IMF World Economic Outlook GDP（2007）：2007年の名目GDP（一部予測値を含む概算）
（注２） IMF Direction of Trade Statistics、 台 湾 貿 易 統 計：2008年。 な お、APECの 公 式web
「Achievements and Benefits〈About ABAC〉」）では、APEC域内貿易比率は67%、域内
貿易額8.4兆ドル（2007年）とのデータもある。APEC〈http://www.apec.
　　　  org/apec/about_apec/achievements_and_benefits.html〉
（注３）IMF World Economic Outlook域内人口（2007）：2007年（一部予測値を含む概算）
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特に米国との関係で、開かれた生産のネットワークを維持・拡大して行くことが必要である。その
観点からも、経済面で、米国を包摂した生産ネットワークを視野に入れた統合を行うことが望まし
いと言える。なお、アジア太平洋の視点から見たこの生産ネットワークには、台湾も欠くことので
きないエコノミーであり、その観点からも、この地域の統合が台湾が参加するAPECを土台とする
のが望ましいということになろう。
４－２　アジア生産ネットワークと相互依存の観点
　東アジア地域統合で考えるべき論点の１つとして、地域統合がアジア生産ネットワークを支援す
る枠組みであることが重要である。アジア生産ネットワークにおいて、中間財取引は域内比率が高
いものの、消費財（最終財）は、多くが北米や欧州といった域外の主要国、特に米国に輸出されて
いる。
　部品と消費財が東アジア、米国、欧州の３極間でどのように流れているかの観点からアジアの生
産ネットワークを見ると（図表２）、部品（左図）については域内貿易が域外への輸出よりも大き
い形で生産ネットワークが形成されている一方、消費財（右図）は、生産ネットワークを通じて製
造された消費財の大半が、アジア域内で消費されるのではなく、欧米、特に米国向けに輸出されて
いるのが分かる。すなわち、消費財は、米国を最大の最終需要先としてネットワークが構築されて
いる。これは、東アジアの経済が、域内だけでは自己充足的な安定成長を実現できない、つまり、
米国を含めた域外経済への依存度の高い構造を持ち、域内の相互依存関係を深めつつも、域外の成
長ダイナミズムを取り入れた「開かれた経済」として成長してきていることを示すものである。東
アジアが域内生産規模に対して域内消費が十分でない15ことを考えると、今後も、特に米国との関
係でより開かれた生産ネットワークを維持・拡大させて行くことが必要である。このようなアジア
における生産ネットワークの見地からも、この地域の統合と共同体形成は米国をメンバーとして加
えることが重要である。
15　『通商白書2008』、第２章　第１節「開かれた経済構造を持つアジア」
図表２　アジア、米国、欧州間の部品、消費財の貿易額（2006年）
資料：『通商白書2008』
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　1990年代以降、アジア太平洋地域で、国境を越えた貿易・投資、特に先進国と途上国双方の国・
地域間の経済交流が盛んになったが、APECは「ボゴール目標」16が象徴するように、地域におけ
る貿易・投資の自由化、円滑化の推進に焦点を当てて、この20年間にアジア太平洋における国境を
越えた生産ネットワークの構築を後押ししてきた。その観点からも、米国を含むアジア太平洋のエ
コノミーを包摂し、貿易・投資の自由化、同円滑化、経済技術協力を推進するAPECが、生産ネッ
トワークを支援するという側面において重要なフォーラムであり、APECの地域統合におけるプ
ラットフォームとしての適切性を見ることができよう。
４－３　日米同盟と安全保障の観点
　日米同盟は、日本の安全保障だけではなく、アジア太平洋地域全体の平和と安定に寄与してい
る。すなわち、米国という存在があり、日本が米国と安全保障の同盟を結んでいることで、中国の
軍拡17や北朝鮮の核の脅威から日本も東アジア各国・地域も守られ、均衡を保つことができている
という現実が厳然と存在する。
　東アジア地域の安全保障において、日米両国は、日米同盟を抑止力と反撃能力のコアにする一方
で、多国間の安全保障の枠組みを通じて安全保障協力に取り組み易い情勢をつくるという、「複線
型」アプローチを採ってきた18。後者の多国間協力の取組みを示すものとして、日本がアジア太平
洋における多国間による安全保障体制の構築を意図して1991年に中山提案を行い、これを受けて組
織されたARFがある。日米のこのダブルトラック・アプローチの考え方からも、２国間の日米同
盟を堅持し、かつ、多国間安全保障の唯一の枠組みであるARFをベースとして、米国を関与・参
加させることで東アジアないしアジア太平洋での地域統合を推進することが、日本にとっても、ま
た東アジアにとっても、更に米国にとっても望ましい。
　安全保障において、この地域における最重要のファクターは米国と東アジア各国との２国間の同
盟関係と米国の軍事的プレゼンスであり、東アジアを一つの単位として完結した安全保障モデルが
ARF以外に出現する可能性は小さい。更に、安全保障上の不安定要因の台湾海峡の当事エコノミー
である台湾が、ASEAN+3やEASの枠組みから除外されていることも、「安全保障共同体」の観点
から、両フォーラムの意味合いを減じさせる。なお、米国の関与と日米安全保障、及び東アジアと
アジア太平洋地域における安全保障の問題は相互に不可分の関係にあることから、本稿後段で改め
て議論を展開する。
４－４　普遍的価値の擁護の観点
　この地域での統合において米国を枠組みから除外すべしとの議論に対しては、普遍的価値の観点
16 　1994年にインドネシア・ボゴールで開かれた第２回APEC首脳会議において採択した「ボゴール宣言」（Bogor 
Declaration）の中に謳われたもので、「先進メンバーは遅くとも2010年までに、途上メンバーは2020年までに自由
で開かれた貿易・投資の目標を達成し、開発協力を促進する」とするAPECの長期目標。
17 　中国は国防予算を21年連続で２桁の伸び率で増大させている。2009年の国防予算は約4806億元（約６兆9000億
円）で財政支出の6.3%（全国人民代表大会での李肇星報道官の記者会見、2009年３月４日）、推定総兵力は220万人
強（陸軍約160万人、海軍約21.5万人、空軍約30万人、第２砲兵約10万人）。外務省（データは英国ミリタリーバラ
ンス2009等）
18 　「『東アジア共同体構想』とリージョナル・ガバナンスの新たな展開（第1年度報告書）」p58、東アジア共同体評
議会、2005年9月30日
「東アジア共同体」とアジア太平洋の地域統合34
からも慎重な検討を要する。現状、東アジアには必ずしも普遍的価値を共有していない、すなわ
ち、民主的でなく、人権が守られておらず、法治が徹底されていない国が存在しており、そのよう
な国を巻き込んだ地域統合や共同体が民主主義等を抑制するものであってはならない。
　EUは民主主義と人権の遵守を加盟要件にしている。EU加盟国は基本条約に基づいて積み上げて
きた法体系総体（アキ・コミュノテール：acquis communautaire）を受け入れることが条件になっ
ている。1993年の欧州理事会で決定された、EUへの新規加盟のための要件である「コペンハーゲ
ン基準」（Copenhagen Criteria）の「政治的基準」では、加盟国に“Membership requires that 
candidate country has achieved stability of institutions guaranteeing democracy, the rule of law, 
human rights and respect for, and protection of, minorities.”（民主主義、法の支配、人権及び少
数民族の尊重と保護を保証する安定した諸制度を有する）という条件を満たすことを定めている19。
先行する欧州統合の経験からしても、東アジアないしアジア太平洋における地域統合と共同体の形
成には、民主主義や人権、法の支配（法治）の普遍的価値を強く主唱する先駆国の米国が母数とし
て加わるのが望ましい。
４－５　米国の参加資格の観点
　東アジア共同体設立を推進するEASを2005年に発足させるに当たり、ASEAN+3は、東アジア ｢
域 外 国 ｣ のEASへ の 参 加 の 条 件 を、 ① 東 南 ア ジ ア 友 好 協 力 条 約（Treaty of Amity and 
Cooperation in Southeast Asia。以下、「TAC」）の締約国または締約の意図があること、②
ASEANの対話パートナーであること、③ASEANと実質的な関係を有すること、の３つとするこ
とで合意している20。この条件に照らし、ASEAN+3に加えて、豪州（2005年TAC加盟）、ニュー
ジーランド（2005年同）、インド（2003年同）がEASに参加することになった。
　米国は2009年７月にTACに加盟しており、またASEANとは対話パートナーであり、実質的な関
係を有している。その意味で、仮に参加国を限定するEASが東アジアの地域統合や共同体形成の
枠組みとなる場合であっても、米国は東アジア「域外国」としてそこに参加する十分な資格・条件
を具備している。
５．東アジアの政治・安全保障の観点からの議論
　以上、東アジアないしアジア太平洋における地域統合と共同体に米国が関与・参加することの必
要性と妥当性を５つの観点から見てきた。以下では、この地域の政治・安全保障について、米国と
日本、及び東アジアないしアジア太平洋のそれぞれの視点から若干の議論を展開する。
５－１　米国の視点
⑴　米国のスタンスの変化
　米国は1989に発足したアジア太平洋の地域協力を推進するAPECの設立メンバーであるのみなら
19　欧州連合駐日欧州委員会代表部〈http://www.deljpn.ec.europa.eu/〉
20　外務省「東アジア首脳会議」〈http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/eas/eas.html〉
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ず、APECの設立母体ともなった太平洋経済委員会（Pacific Basin Economic Council：PBEC）や
太平洋貿易開発会議（Pacific Trade and Development Conference：PAFTAD）、太平洋経済協力
会議（Pacific Economic Cooperation Council：PECC）いずれにも創立メンバーとして加わってき
た。すなわち、自身を「アジア太平洋国家」（Asia-Pacific nation）と自認する米国は、早くからア
ジア太平洋に強い関心を持って地域協力や地域統合の動きに関わってきたのである。かつて、東ア
ジア諸国の民主化の遅れや、その後の中国の政治経済的・軍事的台頭に対する懸念等から、米国は
東アジアが域外国を排除した形で纏まることに反発してきた経緯がある。例えば、マレーシアのマ
ハティール首相（当時）が1990年に立ち上げを企図したEAEG（East Asia Economic Group：東ア
ジア経済グループ）/ EAEC（East Asia Economic Caucus：東アジア経済協議体）構想に対し、
米国は「太平洋を分断する構想であって絶対容認できない」として強く反駁した21。一方、1997年
の東アジア通貨危機をきっかけに参集することになったASEAN+3、さらに2005年12月に至りEAS
が開催される頃から、このような東アジアで纏まる動きに対し、米国の姿勢には多少の変化が見ら
れるようになった。すなわち、従来の絶対「反対」から、その動きを見守るという「中立」
（“neither block nor welcome”）の立場に変わってきている22。これは、米国が、東アジアにおい
てAPECのような「開放性」が担保されることを条件に東アジア域内の統合の動きを注視する、と
いうスタンスに変化してきたものと考えられる。
⑵　米国の根本のスタンスは不変
　東アジアの地域統合や共同体において民主主義や人権、法の支配の普遍的価値が尊重されるので
あれば、その限りにおいて上に述べたような米国の東アジアでの統合に対する懸念は薄らぐ。東ア
ジア共同体の骨格（guiding principles）が、そのような価値の擁護に加え、メカニズムの開放性
や透明性が確保されるのであれば、米国は東アジア共同体の正式なメンバーとなり得ずとも、こと
さらに共同体構築に反対を示さないのではないかと推測される。現に米国は、EASが開催される
ようになった2005年前後から、東アジア共同体議論において、（明らかな賛意を示してはいないも
のの）かつてのように「反対」を表明していない。つまり、wait + and + seeのスタンスでその行
方を見守っているのだと考えられる。その証左に、2005年２月19日にワシントンで開催された「日
米安全保障協議委員会」の声明23では、“Common Strategic Objectives”（地域における共通の戦
略目標）の項目において、“Welcome the development of various forms of regional cooperation, 
while stressing the importance of open, inclusive, and transparent regional mechanisms.”（地域
メカニズムの開放性、包含性及び透明性の重要さを強調しつつ、様々な形態の地域協力の発展を歓
迎する［筆者訳］）旨が盛られている24。然しながら、他方で、IISS（International Institute for 
21 　「『東アジア共同体構想』とリージョナル・ガバナンスの新たな展開（第１年度報告書）」p１、東アジア共同体
評議会、2005年９月30日
22 　東アジア共同体評議会［2008］p１、
23 　「２＋２共同声明（日米安全保障協議委員会（２＋２）共同発表）」（Joint Statement U.S.-Japan Security 
Consultative Committee、February 19, 2005）
24 　 外 務 省〈http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/hosho/2+2_05_02.html〉、 及 び 防 衛 省〈http://www.mod.
go.jp/e/d_policy/dp10.html〉
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Strategic Studies）が主催する2007年６月のシャングリラ・ダイアログ25で、ゲーツ米国防長官は、
“From its inception as a young Republic, the United States has been a Pacific nation…We have 
strong interests in all points of the Asian compass East, South, Southeast, Northeast and Central 
spanning the entire spectrum of economic, political and security relations… It remains no less so 
today, and will become increasingly so in the decades to come.”（米国は誕生して以降、ずっと太
平洋国家である。（中略）米国は東アジア、南アジア、南東アジア、北東アジア、及び中央アジア
の全てのアジアの版図の経済、政治ならびに安全保障関係の面において利害を有する。（中略）こ
のことは今日もまったく変化はなく、今後数十年先も一層そうあり続けるであろう［筆者訳］）と
述べている26。この発言はすなわち、米国は、日米安全保障協議委員会で示された「様々な形態の
地域協力の発展を歓迎する」としつつも、米国を加えない東アジアの政治・経済・安全保障の枠組
みやブロック化には反対するというスタンスを示したものである。
　米国のこのスタンスは、2009年11月にオバマ大統領がシンガポールのAPEC首脳会議に出席する
途上に来日し、鳩山前首相と日米首脳会談を行った翌日の東京での「アジア政策演説」（Speech 
on U.S. Policy toward Asia）の中で、彼が述べた“For generations we have been a nation of the 
Pacific. Asia and the United States are not separated by this great ocean; we are bound by it.”
（米国は何世代にも亘り太平洋の国家であった。アジアと米国は太平洋によって分け隔てられてい
るのではなく、結び付いている［筆者訳］）や、“As an Asia-Pacific nation, the United States 
expects to be involved in the discussions that shape the future of this region, and to participate 
fully in appropriate organizations as they are established and evolve.”（米国は、アジア太平洋国
家として、この地域を形づくる議論に関与し、適切な組織が設立され発展する際は、その組織に全
面的に参加することを期待している［筆者訳］）、及び“As America's first Pacific President, I 
promise you that this Pacific nation will strengthen and sustain our leadership in this vitally 
important part of the world. ”（太平洋生まれの初の大統領として、この太平洋国家が世界で非常
に重要なこの地域においてリーダーシップを強化し持続させることを約束する［筆者訳］）等の言
葉27からも明らかでもある。
　東アジアないしアジア太平洋において、米国は、経済的にはWTOという多国間（マルチ）と、
APECのようなリージョナル、及び各国との２国間のFTAを通じて、米国の貿易・投資と経済的
相互依存を促進させるアプローチを取っているが、政治及び安全保障の面では、上述のように、平
和と安定、秩序維持の観点から、それらに挑戦的なパワーの台頭を阻止する、というスタンスの大
枠は従来から不変であり、今後も変化はないものと思われる。貿易・投資及び経済と政治・安全保
障は、大元の部分では繋がっている。経済の文脈においても、また政治・安全保障の文脈において
も、米国は、米国を徒に除外する枠組みとパワーには強く反対するという立場に今後も変わりはな
い。
25 　Shangri-La Dialogue。シンガポールのシャングリラ・ホテルで毎年開催される、アジア太平洋地域の安全保障
に関する各国・地域の意見交換の場。
26 　 米 国 防 省〈http://www.defenselink.mil/speeches/speech.aspx?speechid=1160〉“Remarks as Delivered by 
Secretary of Defense Robert M. Gates, Singapore, Saturday, June 02, 2007”
27 　在日米国大使館〈http://japan.usembassy.gov/j/irc/ircj-select.html〉、及び米国ホワイトハウス〈http://www.
whitehouse.gov/the-press-office/remarks-president-barack-obama-suntory-hall〉
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５－２　日本の視点
⑴　北東アジアの平和・安定と米国
　次に日本の視点からこの地域の政治・安全保障の問題と米国の関与・参加の必要性について議論
を試みる。まず、東アジア、就中北東アジア、その中でも、特に日本の平和と安全を考える際の現
下の最重要課題の１つが北朝鮮の核の問題である。北朝鮮の核開発がこのまま進めば、日本のみな
らず、周辺諸国の地政学的勢力の均衡が脅かされ、北東アジアと東アジア全体の緊張が極度に高ま
る。最近時のミサイル発射や再度の核実験強行は、安全保障上の重要な脅威である。６カ国協議の
中で米国は北朝鮮と１対１で交渉（米朝協議）できる重要な国であり、他方、中国とロシアは北朝
鮮への制裁には慎重であると言われている。６カ国協議がたとえ不信感に覆われ、北朝鮮が時々に
脱退と復帰を繰り返しているというような脆弱でアドホックな性格を運命づけられていようとも、
そのメカニズムが北東アジア地域の安全保障対話の機能を果たしている事実は過小評価すべきでは
ない28。日本は、仮に６カ国協議の枠組みから米国が外れれば北朝鮮に圧力をかけることも、また
米国の側面支援無くして国連の対北朝鮮制裁決議の着実な履行等を加盟国に呼びかけることもでき
ない。
⑵　日米安全保障とアジア太平洋地域の安定と繁栄
　以上のような状況ひとつとっても、日米安全保障協定を基に日米同盟を結び、米国と利害を共有
する日本にとり、米国抜きで安全保障を重要な要素とする地域統合や共同体を形成することは望ま
しくない。
　米国の東アジアにおける関与の基盤はまず２国間関係であり、その中では日米同盟を中心とし
た、米国と東アジアの接受国（日本、韓国、豪州、タイ、フィリピン）との２国間の軍事同盟が極
めて重要視されていることに変わりはない29。これは、冷戦時代以来、基本的に変わっていない米
国主導の地域安全保障システムであり、東アジアの国々はすべて日米同盟を与件として安全保障体
制を組み立てている30。日本側から見ても、日本にとっての安全保障の基盤は米国との同盟である。
1951年に戦争状態終結のために締結されたサンフランシスコ平和条約の締結と同時に結んだ旧日米
安全保障条約（正式名称は「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約：
Treaty of Mutual Cooperation and Security between the United States and Japan」）は、1960年
１月に、日本が攻撃された際に米国が日本を守る義務を明確にした新安保条約となった31。米国の
抑止力により日本の安全を確保することが目的のこの条約は、以降、現在まで有効に機能している。
　1996年４月、橋本首相とクリントン米大統領（いずれも当時）は「日米安全保障共同宣言」を発
表したが、同宣言は、日米安保を基盤とする日米関係が、アジア太平洋地域の安定と繁栄の基礎で
あることを強調したものである32。また、上で触れた2009年11月の鳩山前首相・オバマ大統領の日
28　山本武彦「日本の『東アジア共同体外交』と共同体構想」p160、毛里和子［2007］
29　東アジア共同体評議会［2008］
30　白石隆「地球を読む」、読売新聞、2009年11月１日
31 　同年６月発効。形式的には旧安保条約を失効させて成立しているが、旧安保条約に基づく米軍の駐留を引き続き
認めており、実態的には旧条約の改定である。
32 　「我々の同盟関係は、この地域の力強い経済成長の土台であり続ける。両首脳は、日米両国の将来の安全と繁栄
がアジア太平洋地域の将来と密接に結びついていることで意見が一致した」、外務省「日米安全保障共同宣言－21
世紀に向けての同盟－」〈http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/hosho/〉
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米首脳会議の直後に行われた共同記者会見で、オバマは、“It is essential for the United States, it 
is essential for Japan, and it is essential for the Asia-Pacific region.”（それ［日米同盟（筆者註）］
は、米国にとって不可欠であり、日本にとっても不可欠であり、また、アジア太平洋地域にとって
も不可欠である［筆者訳］）33と、米国のスタンスを明確に述べている。また、その翌日の「アジ
ア政策演説」において、オバマは、“These are steps that the United States will take to improve 
prosperity, security, and human dignity in the Asia Pacific. We will do so through our close 
friendship with Japan -- which will always be a centerpiece of our efforts in the region.”（これら
［普遍的価値の尊重のための行動（筆者註）］は、米国がアジア太平洋地域で繁栄と安全、人間の尊
厳を改善するために講じる措置である。我々はそれを、日本との緊密な友好関係を通じて実行す
る。その関係は当地域における我々の取組みの中心的要素である［筆者訳］）34と述べて、米国の
アジア太平洋戦略の要が日米同盟にあることを明言している。日米安全保障はアジア太平洋の平和
と安定、繁栄に不可欠であり、また日本及び東アジア地域にとって欠くことができない。その観点
からもこの地域の統合や共同体において米国の関与と参加が求められる。
⑶　日本の外交・安全保障政策と対アジア太平洋外交政策
　民主党、自民党いずれも、マニフェストにおいて、日米同盟の舵取りの方向性は違っても、日米
同盟を日本外交の基軸と位置付けている点は共通している（図表３）。
　また、両党のマニフェストに見る日本の対アジア太平洋外交政策は図表４の通りである。外交政
策の対象を東アジアからアジア太平洋に拡大し、その安定や域内協力に焦点を当てていることが見
てとれる。
　sengen.html〉）
33 　外務省「日米首脳共同記者会見（平成21年11月13日）」〈http://www.kantei.go.jp/jp/hatoyama/statement/
200911/13usa_kaiken.html〉
34　在日米国大使館〈http://japan.usembassy.gov/j/irc/ircj-select.html〉
35 　U. S. White House “Remarks by President Obama and Prime Minister Hatoyama of Japan after bilateral 
meeting” , September 23, 2009
図表３　日本の外交・安全保障政策
民　　主　　党 自　　民　　党
日 米 関 係 緊密で対等な日米同盟関係を築くため、主体的な外交戦略を構築する
日米安保体制の一層の信頼性向上を図
り日米同盟関係を強化する
安全保障体制
北朝鮮の核実験とミサイル発射は日本
や国際の平和に対する脅威であり、容
認できない
弾道ミサイル迎撃システムの配備、対
米弾道ミサイル迎撃等必要な手当てを
行う
対北朝鮮政策
（ 拉 致 問 題 ）
国の責任において解決に全力をあげる 国家の威信をかけ拉致被害者全員の帰
国を実現する
注） 民主党の鳩山前首相と米オバマ大統領との2009年９月23日の日米首脳会談では、日米同盟の重
要性（“the critical importance of the U.S.-Japanese alliance”）が確認されている35。
資料： 両党のマニフェスト（民主党「政権政策Manifesto」 2009年７月27日、自民党「政策BANK」
2009年８月１日）より作成
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　1960年に締結・発効した日米同盟は2010年で50周年を迎えたが、過去50年間の両国関係において
日米安保による日米同盟が果たしてきた役割は極めて大きい。日本は、日米安保体制を堅持して長
期に亘って日本の安全と平和を維持し、日米同盟を基軸にしてアジア外交の展開や国際貢献へと外
交の輪を広げてきた。日本政府（外務省）は「日米安全保障体制は、戦後、日本及び極東に平和と
繁栄をもたらし、また、アジア太平洋地域における安定と発展のための基本的な枠組みとしても有
効に機能してきた。同時に、北朝鮮による弾道ミサイル発射及び核実験が示すとおり、アジア太平
洋地域には、冷戦終結後も地域紛争、大量破壊兵器やミサイルの拡散等、不安定な要素が依然存在
している。このような状況において、日本及び地域の平和と安全を確保するために、同盟国たる米
国と日米安保体制を一層強化していくことは重要な課題である」ことを明確にしている36。
⑷　米国と中国の牽制作用
　国連の枠組みにおいて安全保障理事会の５カ国だけが核保有を是認されているが、核保有国のう
ち、中国の一国のみではなく、中国と共に米国を関与させて東アジアないしアジア太平洋での統合
や共同体の枠組みを形成するのであれば、上に述べたように日米同盟を維持している日本として政
治・安全保障上好ましい選択肢である。そのような枠組みであれば、米国と中国で相互牽制作用が
働き、互いに対し適度なチェック・アンド・バランス（Check and Balance：抑制と均衡）を掛け
ながら、この地域の安全と安定、平和と繁栄を追求することができ、また諸々の安全保障の問題に
対処する上で望ましい。
５－３　東アジアないしアジア太平洋の視点
⑴　日米同盟と東アジアの安全保障システム
　21世紀の国際社会におけるアジア太平洋の文脈において、日米両国が共有する問題や課題は多
36　外務省「日米安全保障体制」http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/hosho/taisei.html
図表４　日本の対アジア太平洋の外交政策（抜粋）
民　　主　　党 自　　民　　党
〈東アジア共同体の構築を目指し、アジア外交
を強化する〉中国、韓国をはじめ、アジア諸国
との信頼関係の構築に全力をあげる。通商、金
融、エネルギー、環境、災害救援、感染症対策
等の分野において、アジア・太平洋地域の域内
協力体制を確立する。アジア・太平洋諸国をは
じめとして、世界の国々との投資・労働や知的
財産等広い分野を含む経済連携協定（EPA）、
FTAを積極的に推進する。
〈積極的な外交を展開〉中国、韓国等近隣諸国
との関係を増進し、アジア太平洋地域の安定と
繁栄を築く。政府開発援助（ODA）の積極的
な活用を図り、官民連携の強化や我が国企業の
海外進出を後押しする。
注）自民党のマニフェストには「東アジア共同体」の言葉が見当たらない。
資料： 両党の2009年マニフェスト（民主党「政権政策Manifesto」2009年７月27日、自民党「政策
BANK」2009年８月１日）より作成。下線筆者
「東アジア共同体」とアジア太平洋の地域統合40
い。日本は、周辺国・地域と領土と国境の問題を抱えている。その相手方は中国、韓国、ロシア、
台湾であるが、特に中国と韓国との間では戦争の総括ができていないために、この問題の解決に目
処が立っていない。東アジアに目を広がると、日米同盟を軸とする地域的な安全保障のシステムは
あっても、欧州のような集団安全保障体制の基盤がない。加えて、ロシア、中国、インド等の新た
な「地域大国」との安定した関係、北朝鮮の脅威と東アジアでの安定維持、更には地球温暖化問題
への対応、そして国際的なテロとの戦い等々の大きな問題や課題を抱える。次の50年を展望した
時、独仏２国間の領土問題を欧州の統合の過程で解決してきたEUの経験に照らせば、東アジア及
びアジア太平洋においても、２国間で話し合おうとすればするほど、双方の国民感情を刺激しナ
ショナリズムの激化を招きかねない領土と国境の問題や、地域の平和と安全の維持を阻害する問題
を、地域協力や地域統合の度合いを強める中で解決して行くことが重要である。民主主義や自由、
人権、市場を重んじる価値観において各国・地域に大きな隔たりがある中、日米の同盟関係とそれ
を中心とした安全保障のシステムは、日米両国だけではなく、東アジアを含むアジア全域の平和と
安全、及び地域統合の推進に不可欠である。
⑵　域内に存在する脅威とAPEC
　経済分野の制度化は、例えば1997年の東アジア通貨危機のような共通の脅威に対応するために
CMIの通貨金融メカニズムが進んでいるが、政治・安全保障分野では、東アジアないしアジア太平
洋では共通の外部的脅威は存在せず、脅威は域内に存在しているという構造がある（北朝鮮の核開
発と核拡散・ミサイル発射・拉致、中国の軍拡面での不透明性、等）。「ソ連という共通の外部的脅
威が地域の一体性を促した欧州とはその点が違う」37のであり、その観点からも、域内の脅威や危
機に対処するために東アジアは米国の関与を必要とし、また米国の関与なくしてこの種の課題や問
題の解決はできない。
　地域協力、地域統合、ないし共同体の中核となる多国間主義の考え方は、中国と日米では明らか
に異なる。中国の多国間主義は、米国の影響力を排除した上での東アジア諸国との協調体制の構築
であり、東アジア共同体形成の理論もその延長線上で認識される。これに対し、日米、特に日本の
東アジアにおける多国間主義は、米国のプレゼンスを組み込んだ上での協調メカニズムであり38、
同じ多国間主義でも、米国の存在を巡って日中の立場は対極にある。そのような落差を埋めるに
は、米中の橋渡しを行い、米中間に安全保障上の価値を共有し合えるような環境の醸成においてイ
ニシアティブを発揮することが日本に求められる重要な役割の一つである。そして、その際の橋渡
しや価値共有の醸成の制度的受け皿として、日米中いずれもが参加しているAPECを活用する、す
なわち、東アジアないしアジア太平洋での地域統合と共同体形成においてAPECをプラットフォー
ムとして利用することが望ましい、という帰結が導かれる。
37 　トーマス・J・ペンペル（T. J. Pempel）米UCB政治学部教授「経済・安全保障の連関と東アジア地域主義」講
演要旨、第52回外交円卓懇談会［財団法人日本国際フォーラム等の３団体主催］、2009年８月27日
38　山本武彦「日本の『東アジア共同体外交』と共同体構想」p160-161、毛里和子［2007］
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６．おわりに
　鳩山前首相が東アジア共同体構想を日本の「国家目標」と掲げることを内外に示した米ニュー
ヨークタイムズ紙と『Voice』誌の論文において、日米安全保障の相手側同盟国である米国を関与・
参画させて同構想を進める、というのが当然の論理的帰結になるにも拘わらず、同構想の内容が明
確でなく、また、鳩山が東アジア重視と米国との協調の天秤の重さに微妙な変化を持たせた外交修
辞を繰り返し、東アジア共同体を推進する当事者の閣僚の間でも、東アジア「域外国」の米国を共
同体構想に参加させるかどうかで考え方が分かれている。そのような状況に対し、本稿は、東アジ
アないしアジア太平洋において検討が進められている地域統合体や共同体構想において、米国が関
与・参加することを検討することの必要性と、関与・参加の必要性と妥当性について論考した。
　まず、東アジアの地域協力と地域統合の状況及び日米安全保障と東アジア共同体の関係に触れ、
その上で、米国の関与と参加の必要性を、⑴米国との経済相互依存の観点、⑵アジア生産ネット
ワークと相互依存の観点、⑶日米同盟と安全保障の観点、⑷普遍的価値の擁護の観点、⑸米国の参
加資格の観点の５つから論考を行った。加えて、東アジアの政治・安全保障の観点から、米国の視
点、日本の視点、東アジアないしアジア太平洋全体の視点　からそれぞれ議論を試みた。そのよう
な論考を通じ、米国の関与と参画無くして東アジア地域統合を進めるのは、この地域で組み立てら
れている安全保障システムの観点から無理があり、そのような動きや枠組み、挑戦的パワーには強
く反対する米国のスタンスに変化や揺るぎはなく、米国排除は日米同盟と日米安全保障に依拠する
日本の国益にも合致しないばかりか、東アジアの安定と平和にとっても望ましくないことを明きら
かにした。
　勿論、日本は、偏った対米配慮や、米国のアジア政策の「先棒担ぎ」という印象を与えるような
アジア外交を行うべきではない。なぜなら、対米一辺倒の外交は、日本のアジア外交の選択肢を狭
めてしまう可能性があるからである。日本は、日米関係を重視しつつも、変化する日米中の３国関
係の中で、対米外交と対アジア、対中外交のバランスを慎重に考え、アジアの１国、そしてアジア
太平洋の１国として、この地域での「開かれた」地域統合と共同体の構築を視野に入れた外交政策
の取組みが求められる。
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